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1. 背景 

わが国では，不景気を背景とした失業問題が深刻化

している．しかし，この失業問題は全産業あるいは全

国一律に同じ影響が及ぶものではなく，特定産業・特

定地域に特化した問題である．これは，労働と資本の

代替のしやすさが地域・産業ごとに異なるためであり，

この労働と資本の代替のしやすさは代替弾力性とし

て表わされる．代替弾力性とは，例えば労働と資本の

価格の比率が変化したとき，労働量と資本量の比率が

どれくらい変化するかを表したものである．労働と資

本の代替弾力性が高い産業では，資本の価格に比べ賃

金が上昇すると，労働から資本へ代替しやすいといえ

る．反対に，労働と資本の代替弾力性が小さい産業で

は，資本の価格に比べ賃金が上昇しても，労働から資

本へ代替しにくいといえる．例えば，資本による効率

化が図りやすい産業では資本に頼る部分が大きく，賃

金が上昇した場合は人件費を抑えるため労働から資

本へ代替しやすいため，弾力性が高いと考えられる．

一方，資本による効率化が図りにくい産業では，人に

頼る部分が大きく，賃金が上昇したとしても労働から

資本へ代替しにくいため弾力性が低いと考えられる． 

2010 年の労働力調査によると全国の失業率の平均

は 5.1％であるが，地域別にみると，近畿地方で 5.9％，

中国地方では 4.2％といった違いがみられる．これら

の違いは，産業・地域ごとに労働と資本間の代替弾力

性，つまり財・サービスといった生産物を作るために

投入される生産要素である労働と資本間の代替のし

やすさが異なるためであると考えられる．そして，生

産物と生産要素の関係を代替弾力性を用いて関数で

表したものが生産関数である．本研究では，この生産

関数を分析することで労働市場について分析を行う． 

そこで本研究では，Claro (2003)1)の推定手法を参考

にして地域別・産業別に生産関数を推定し，労働と資

本の代替弾力性を求める．これらを比較することで，

地域別・産業別に労働市場の分析を行う．また，本研

究では，大竹・野呂(2006)2)をもとに労働市場におけ

る労働者のスキル（学歴間別・年齢層間別）ついても

分析を行う． 

2. 分析手法 

本研究では，産業の労働市場を分析するため，地域

別・産業別に生産関数を推定し，労働と資本の代替弾

力性を求める．労働と資本の代替弾力性とは，生産要

素における労働から資本への代替のしやすさを表し

ている．労働と資本の代替弾力性が大きいときは，賃

金が上昇したとき，人件費を抑えるため労働者の数を

大幅に減らす可能性が高いことを表している．本研究

においては，代替弾力性を推定することができる CES

型生産関数を用いる．この生産関数を用いることで労

働と資本の代替弾力性とスキル別労働者間の代替弾力

性を求めることができる． 

本研究では，2つの分析を行う．分析 1として労働

と資本の代替弾力性の推定，分析 2としてスキル別（学

歴間別・年齢層間別）労働者間の代替弾力性の推定を

行う．  

分析 1は，生産関数における労働と資本の代替弾力

性を地域別・産業別に推定し，労働市場を分析する．

分析対象は 47都道府県，11産業とする．ここで使用

する CES 型生産関数は，労働と資本により付加価値

を生産されることを表した付加価値関数であり(1)式

のように表される． 
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jVA ：付加価値， s
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資本の代替弾力性のパラメータ， j ：産業のサフィッ

クス， s：地域のサフィックス 

 

 ここで Claro (2003)1)の推定手法を用いて(1)式から

(2)式の推定式を導出する．この(2)式より労働と資本

の代替弾力性の推定を行う． 
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分析 2は，生産関数におけるスキル別労働者間の代

替弾力性を産業別で推定し，労働市場を分析する．ス

キルの違いは年齢層の違い，または学歴の違いとする．

本研究では，年齢層においては若年層(29歳以下)，中

年層(30～49歳)，高齢層(50歳以上)の 3つに区分する．

学歴においては大卒,大卒以外の 2つに区分する．また，

分析対象は 20 産業とする．分析 2 の推定モデルを以



下に示す． 
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c
ijtw ：大卒の賃金率， h

ijtw ：大卒以外の賃金率， ijtC ：

年齢層別大卒の労働投入量， ijtH ：年齢層別大卒の大

卒以外の労働投入量， itC ：大卒の総労働投入量， itH ：

大卒以外の総労働投入量， A ：年齢層間の代替弾力

性， E ：学歴間の代替弾力性， 1a ， 2a ， 1b ， 2b ：

パラメータ， itB ， jj  ：年齢ダミー， itD ，

trend ：線形のトレンド項， ijte ：誤差項， i ：産業の

サフィックス， j ：年齢層のサフィックス， t ：時点

のサフィックス 
 

このモデルに対して，大竹・野呂(2006)2)の推定手

法を用いて二段階の推定を行う．第一段階推定で(3)

式の  A1 を推定する．次に，第二段階推定で(3)式で

求められた  *1 A を(4)式に代入し，スキル別労働者

間の代替弾力性の推定を行う． 

分析 1と 2で使用するデータを表-1で示す．分析 2

で使用する． 

表-1  分析 1と 2で使用するデータ 

 

3. 推定結果 

 代替弾力性は値が大きいほど代替しやすく，値が小

さいほど代替しにくいとされる．つまり，労働と資本

の代替弾力性が大きいほど，労働と資本の価格の比率

が変化すると，生産活動における労働量と資本量の比

率は変化しやすいことがいえる．そこで本研究では 1

を基準とし，代替弾力性が 1以上のときは大きい，代

替弾力性が 1未満のときは小さいと表現する． 

(1)分析 1：労働と資本の代替弾力性の推定結果 

分析 1では，まず労働市場を産業別で分析する．図

-1 は産業別の労働と資本の代替弾力性の推定結果を

示している．図-1 より労働と資本の代替弾力性は運

輸・通信業，製造業，電気・ガス・水道，公務で 1以

上の推定結果が得られた．これらのように代替弾力性

が大きい産業では，労働と資本の価格の比率が変化し

たとき，労働と資本の間で代替が起こりやすいことが

いえる．一方，労働と資本の代替弾力性が 1より小さ

く推定されたサービス業，建設業などの産業では，労

働と資本の価格の比率が変化しても，労働と資本の間

で代替が起こりにくいことがいえる． 

ただし，上記のような傾向が全ての地域一律でみら

れるとは限らない．ここで公務(図-2)と図-1より 代替

弾力性の小さい不動産業(図-3)の労働と資本の代替弾

力性の推定結果を表した図をみてみる．本研究では，

相関係数 R2が 0.7 以上のとき相関が強いと判断し，

図-2 より公務の相関係数 R2をみると相関が強いこと

がわかる．一方，図-3 より不動産の相関係数 R2をみ

ると相関が弱く，回帰直線から離れた広い範囲に散布

していることがわかる．つまり，労働と資本の代替弾

力性の相関が弱いとき，その産業の代替弾力性は地域

別で大きく異なる可能性がある．そのため，47都道府

県の地域別に労働と資本の代替弾力性の推定も行っ

た． 

 

 

 

 

 

 

  

 

図-1  分析 1の産業別推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            図-2 公務の推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図-3 不動産業の推定結果 

分析 項目 出典 使用データ 年次
付加価値
賃金

労働者所得

合計労働者所得のシェア
従業員の合計勤務時間
合計勤務時間のシェア

県民経済計算年報
経済活動別県内総生産

および要素所得

S50,55,60,H2,7

2

労働量 国勢調査
人口の労働力状態就業者

の産業・職業

1

賃金

EU KLEMS
労働量

y = 0.6088x + 9.1778

R
2
 = 0.356

16.5

17

17.5

18

18.5

19

19.5

12.5 13.5 14.5 15.5 16.5

ln(w)

ln
(V

A
/L

)

y = 1.0078x - 0.0669

R2 = 0.9953

14

14.5

15

15.5

16

16.5

17

14 15 16 17

ln(w)

ln
(V

A
/L

)

0

0.5

1

1.5

運
輸
・通
信
業

製
造
業

電
気
・ガ
ス
・水
道

公
務

鉱
業

金
融
・保
険
業

サ
ー
ビ
ス
業

商
業

建
設
業

不
動
産
業

農
林
水
産
業

労
働
と
資
本
の
代
替
弾
力
性



次に，労働市場を47都道府県の地域別で分析する．

図-4 は不動産業と建設業における労働と資本の代替

弾力性の関係を地域別に示したものである．図-4より，

不動産業の代替弾力性は山口県と北海道でほぼ等し

いが，建設業の代替弾力性は山口県が小さく，北海道

が大きいことがわかる．このように産業別・地域別に

よって代替弾力性が大きく異なることがわかる． 

 
 

 

  

 

 

 

 

※平均：都道府県別の代替弾力性の平均，全体：全都道府県のデー

タをまとめて推定に使用して得た代替弾力性 

図-4 建設業―不動産業間の代替弾力性の関係 

 

ここで，図-4より全体の推定結果が平均より小さい

ことがわかる．そこで，次は本研究の推定方法の特徴

をみてみる．地域別の労働と資本の代替弾力性の推定

結果を使って地域別の代替弾力性と人口の関係を図

-5，6 で示しめす．図-5，6 では縦軸に産業の都道府

県別の推定結果，横軸に県別の人口(H17 国勢調査)を

とる．ここで，図-2より相関が強かった公務と，図-3

より相関が弱かった不動産業についてみてみる．まず，

公務の代替弾力性の散布している範囲を見てみると，

図-5 より平均から引いた線にそって多く集まってお

り，都道府県別の代替弾力性の平均と都道府県全体の

推定結果はほぼ等しかった．一方，不動産業について

みてみると，図-6より地域別の代替弾力性の散布して

いる範囲が図-5より大きいことがわかる．また，都道

府県全体の推定結果が都道府別の代替弾力性の推定

結果の平均よりも小さく推定されたことから，全国の

データをプールして行う労働と資本の代替弾力性は

地域別に代替弾力性をみたとき，平均よりも過小に推

定されている可能性があることが考えられる． 
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図-5 公務 

※△：都道府県別の代替弾力性の平均値，■：全都道府県のデータ

をまとめて推定に使用して得た代替弾力性 
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※△：都道府県別の代替弾力性の平均値，■：全都道府県のデータ

をまとめて推定に使用して得た代替弾力性 

図-6 不動産業 

(2) 分析 2：スキル別労働者間の代替弾力性の推定結

果 

分析 2では，労働市場をスキル別(年齢層間，学歴間)

で分析する．スキル別労働者間の代替弾力性は，帰無

仮説を「年齢層間において労働者が完全代替の可能性

にある」，「学歴間において労働者が完全代替の可能性

にある」とおき，有意水準 10%の t検定で帰無仮説が

棄却された産業を表-2で示す．ここで，完全代替は生

産要素間の代替が非常に起こりやすい状態のことを

指す．   

まず，年齢層間の代替弾力性について，表-2の年齢

層間の代替弾力性で有意に推定された産業では不完

全代替を示す．ここで，既存研究である野呂・大竹

(2006)の全産業の合計で推定した結果と本研究の推

定結果を比較する．本研究で有意(有意水準 10%で棄

却)に推定された産業別の代替弾力性は高いものでも

不動産業，対事業所サービスの 2.68だったのに対し，

既存研究の推定結果は 5.8と既存研究より本研究の推

定結果は小さかった．そのため，本研究で有意に推定

された産業では既存研究の推定結果よりも強い不完

全代替を示す．つまり，年齢層間では代替しにくいと

考えられる．本研究で有意に推定された産業は，表-2

で＊がついた産業(色がついた産業)である． 

次に学歴間の代替弾力性について，有意水準 10%で

t 検定を行ったが，全ての産業で有意にならなかった

ため，どの産業でも学歴間で代替しやすい可能性があ

る．ただし，本研究で使用した推定モデルには問題が

ある．その問題とは，使用した推定モデルが高学歴化

の現状を捉えていなかったことである．既存研究で，

この推定モデルは高学歴化が一定の変化率で進展し

ていくと仮定していたが，実際の高学歴化は一定に進

展していなかった．そのため，現状と推定モデルの仮
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定に違いがあり，有意にならなかったと考察されてい

る． 

 

表-2 分析 2の産業別の推定結果 

年齢層間 学歴間
建設業 44.42 0.21
卸売業，小売業 34.89 0.00
不動産業，対事業所サービス 2.68* 0.11
教育 2.60 -0.03
農業 1.78 2.90
運輸業，通信業 0.66 0.00
水産業 0.36* -2.36
金融業，保険業 0.27* 2.47
医療，福祉 0.23* -0.13
公的サービス，社会保障 0.22 0.49
鉱業，採石 0.17 -0.31
林業 0.02 0.34
電気・ガス・水道 -0.02 0.05
ホテル，飲食店 -0.18 1.29
その他のサービス業 -0.20 0.16
製造業 -172.91 0.03

代替弾力性
産業

  

 

次に男女別にスキル別労働者間の代替弾力性を推

定する．表-3は男性労働者の，表-4は女性労働者のス

キル別労働者間の代替弾力性の推定結果を示す． 

  男性労働者の年齢層間の代替弾力性は表-3より，医

療，福祉，水産業で有意な推定結果が得られた．次に

女性労働者の年齢層間の代替弾力性は表-4より，水産

業，卸売業，小売業，ホテル，飲食店，公的サービス，

社会保障，医療，福祉の産業で有意な推定結果が得ら

れた．男性労働者と女性労働者の両方で有意に推定さ

れた医療，福祉と水産業の年齢層間の代替弾力性を比

較すると，女性労働者が男性労働者よりも強い不完全

代替性を示した． 

 
表-3 分析 2の男性労働者の推定結果 

年齢層間 学歴間
医療，福祉 1.49* 4.22
水産業 0.40* 0.11

代替弾力性
産業

 

 

表-4 分析 2の女性労働者の推定結果 

年齢層間 学歴間
卸売業，小売業 0.56* 2.06
医療，福祉 0.14* 0.48
水産業 0.13* -0.05
公的サービス，社会保障 0.10* 0.26
ホテル，飲食店 0.04* 0.21

代替弾力性
産業

 

    

                       

 

4. まとめ 

 本研究では，地域別・産業別生産関数の代替弾力性

を求めることで，労働市場の構造を明らかにした． 

分析 1の産業別の推定結果をみると，労働と資本の

代替弾力性が小さい産業では，労働と資本の価格の比

率が変化しても，労働量と資本量の比率は変化しにく

い，つまり労働と資本の間で代替しにくいことがいえ

る．例えば建設業の場合，労働と資本の代替弾力性が

小さいため，賃金が上がることで労働と資本の価格の

比率が上昇しても，労働から資本へ代替しにくいと考

えられる．現在わが国では不景気のため，収益は下が

り，相対的に賃金が上がっていることが考えられる．

そのため，雇用創出の効果を考えると，労働と資本の

代替弾力性の小さい産業は代替弾力性の大きい産業

と比べ，多くの雇用を生む可能性があると考えられる．

例えば，公共事業の場合，建設業では多くの労働者が

必要となるため，この産業では多くの人が雇用される

可能性があると考えられる．ただし， 代替弾力性は

地域別に異なるため，雇用創出の効果も地域別に異な

ることを考慮する必要がある． 

分析 2 のスキル別(年齢層別・学歴別)の推定結果を

みる．まず，年齢層間の代替弾力性が有意に推定され

た産業は年齢層間で代替しにくいといえる．また，こ

れらの産業の中には，特定の年齢層で労働者が多い産

業もあり，異なる年齢層では代替しにくいため，それ

ぞれの年齢層で雇用を生む可能性があると考えられ

る．ここで，近年就職率の低さが深刻となっている大

学新卒者の雇用創出の効果を考えたとき，表-2の年齢

層間の代替弾力性が小さい産業の中で，医療，福祉な

ど若年層の労働者が多い産業では大学新卒者の雇用

創出の効果は高いと考えられる．次に，学歴間の推定

結果をみると，どの産業も学歴間で代替しやすい可能

性があることを示す結果となった．しかし，本研究で

用いた推定モデルは高学歴化の現状を捉えていない

という問題が野呂・大竹(2006)2)で指摘されているた

め，この推定モデルの改善が必要である． 
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